
真総情第５号 

令和５年６月 12日 

 真鶴町長 松本 一彦 様 

 

真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会  

会 長  今 村 哲 也  

 

答申書の交付について 

 

 真鶴町情報公開条例（ 平成 13 年真鶴町条例第 18 号） 第 16 条の２ の規定に基づく 次の

諮問について、 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会条例（ 令和５ 年真鶴町条例第３ 号）

第４ 条第２ 項の規定に基づき意見を建議するため、 別添のと おり 答申書を交付し ます（ 令

和５ 年度答申第２ 号）。  

 

１  諮問番号： 諮問第 33 号 

２  事 件 名： 行政文書公開請求の諾否決定に係る審査請求について( 令和４ 年度真総情 

第 25 号)  



1 

 

令和５ 年度答申第２ 号  

令和５ 年６ 月12日  

 

諮問番号 諮問第33号 

審 査 庁 真鶴町長（ 実施機関 真鶴町長）  

 

答 申 書 

 

審査請求人から の審査請求に関する審査庁の諮問に対し 、 次のと おり 答申する。  

 

結   論 

真鶴町長が令和４ 年８ 月１ 日付け（ 真総情第25号） で行っ た真鶴町情報公開条例（ 平成

13年真鶴町条例第18号。 以下「 条例」 と いう 。） に基づく 決定処分に対する審査請求につい

て、 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会（ 以下「 審査会」 と いう 。） は、 その一部を公開

し 他の部分は非公開と するこ と が妥当であると 判断する。  

 

理   由 

第１  事案の概要 

 １  事案の経緯 

  （ １ ） 審査請求人は、 令和４ 年６ 月27日、 条例９ 条１ 項の規定に基づき、 真鶴町長（ 以 

下「 実施機関」 と いう 。） に対し て「 真鶴ケアステーショ ンアリ スの経緯について、 

平成28年地域密着型サービス事業者の応募に係る選定委員会の議事録及び指定候補 

者予定者と し て決定するに至るまでの検討状況が分かる書類一式」 の行政文書の情 

報公開請求（ 以下「 本件請求」 と いう 。） を行っ た。  

  （ ２ ） 実施機関は、 同年７ 月11日に本件請求に係る行政文書の内容の精査に時間を要 

するこ と から 、 諾否の決定を行う 期限を同年８ 月10日と する行政文書公開諾否決定 

期間延長決定を行っ た。  

  （ ３ ） 実施機関は、 同年８ 月１ 日に本件請求に係る行政文書である「 真鶴町地域密着 

型サービス事業者の応募に係る選定審査会の結果について（ 以下「 審査結果」 と い 

う 。）」 について、 条例６ 条１ 項の規定により 一部公開決定（ 以下「 本件処分」 と い 

う 。） を行っ た。  

  （ ４ ） 審査請求人は、 本件処分を不服と し て、 同年８ 月22日に実施機関に対し 、 行政 

不服審査法（ 平成26年法律第68号） ２ 条の規定に基づく 審査請求（ 以下「 本件審査 

請求」 と いう 。） を行っ た。  

  （ ５ ） 審査庁は、 条例16条の２ の規定に基づき、 同年11月７ 日付け真総情第40号によ

り 審査会に対し て本件審査請求について諮問（ 以下「 本件諮問」 と いう 。） し た。  
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 ２  審査請求人の主張の要旨 

  審査請求人が、 審査請求書等において主張し ている本件処分に対する意見は、 次のよ 

う に要約さ れる。  

  （ １ ） 条例１ 条の目的及び条例２ 条前段の解釈方針から し て当該非公開箇所を非公開

と する理由がない。  

  （ ２ ） 平成30年８ 月１ 日の平成29年度一般会計・ 特別会計決算審査講評において「 町・  

県の補助金が出て、稼働し ていないと いう こ と は大変な問題」「 稼働し ていないこ と  

に対し 、 町民の不信感が募ら ないよう 説明し ていく こ と が大事」「 当初から の資料、 

事業者の決定に係る審査資料を見て、 借入の条件等勘案すると 、 最初の審査に関し  

て疑問を感じ た」 と の指摘があると おり 、 公益上特に必要があると 考える。  

  （ ３ ） 公金にまつわるこ と のプロセスは透明性が確保さ れてし かるべきであり 、 公益 

上特に必要があるこ と から 、 条例６ 条及び条例７ 条の趣旨から すると 当該非公開箇 

所を公開又は部分公開できるも のと 考える。  

 

第２  実施機関の弁明 

実施機関の弁明は、 おおむね以下のと おり である。  

非公開と し た情報（ 以下、「 本件非公開情報」 と いう 。） は、 個人に関する情報及び法

人に関する情報であり 、個人の思想、信条は条例により 非公開と さ れる個人情報である。

人事院の「 情報公開法に基づく 処分に係る審査基準について（ 以下「 人事院解釈」 と い

う 。）」 の「 法第５ 条第１ 号（ 個人に関する情報） 関係」 の「 ２  解釈（ １ ）」 において、

個人に関する情報と は、「 個人の思想、 信条、 身体、 地位、 学歴、 健康状態、 所得その他

個人と の関連性を有するすべての情報を意味する。」 と さ れており 、本件非公開情報は個

人の思想及び信条と し て条例５ 条１ 号に該当する。また、「 ２  解釈（ ７ ）」 においては、

「 特定の個人を特定するこ と はできないが、 公にするこ と により 、 個人の権利利益を害

するおそれがあるも の」 と は、「 公表前に第三者がアイ デアを利用すると 情報提供者の権

利利益を害するおそれがある情報」 と さ れている。 本件非公開情報は、 町と し て公開し

ていない情報であり 、 申請者のアイ デアを第三者が利用するこ と により 個人の権利利益

を害するおそれがあるこ と から 条例５ 条１ 号に該当するも のと し 非公開情報と し た。  

さ ら に、 人事院解釈の「 法第５ 条第２ 号（ 法人等に関する情報） 関係」 の「 ２  解釈

（ ３ ） i i i ）」 において、「 権利、 競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのあるも

の」 と は、「 公にするこ と により 法人の名誉、 社会的価値、 社会活動の自由等が損なわれ

ると 認めら れる情報」 と さ れており 、 条例５ 条２ 号においても そのよう な情報は非公開

と さ れている。 本事業開始後約６ か月で休止と なっ た当該施設の開設前の事業計画書を

公開するこ と により 、 現状と の乖離が公になり 、 当該施設の今後の事業活動に回復し 難

い損害を与える可能性があるため、 本件非公開情報を非公開と し た。  

なお、 条例２ 条の条文前段が本件審査請求の審査請求理由と なっ ているが、 同条文の

全文は「 実施機関は、 行政文書の公開を請求する権利が十分に尊重さ れるよう にこ の条

例を解釈し 、 運用するも のと する。 こ の場合において、 個人の秘密、 個人の私生活その

他の他人に知ら れたく ない個人に関する情報がみだり に公にさ れないよう に最大限の配

慮をし なければなら ない。」 であり 、 規定に基づいた処分をし た。  
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第３  審査会の判断  

 １  本件諮問に係る一連の手続きについて 

  本件審査請求に係る経緯を見ると 、 以下のと おり である。  

   令和４ 年８ 月22日： 本件審査請求書の受領 

   令和４ 年11月７ 日： 審査庁から の諮問書の受付 

   令和４ 年11月10日： 実施機関から の弁明書の受付 

   令和４ 年11月14日： 審議（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第27回会議）  

   令和４ 年11月14日： 審査請求人に対し 、 弁明書の副本の送付 

   令和４ 年11月15日： 審査請求人に対し 、 諮問通知書の送付 

   令和４ 年12月５ 日： 審査請求人から の反論書の受領の受付 

   令和４ 年12月16日： 審議（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第28回会議）  

   令和５ 年１ 月30日： 審議（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第29回会議）  

   令和５ 年３ 月20日： 審議（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第31回会議）  

   令和５ 年５ 月22日： 審議（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第32回会議）  

   令和５ 年６ 月12日： 審議（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第33回会議）  

 

 ２  本件処分の適法性及び審査請求人の主張の妥当性について 

①判断の前提 

 本件審査請求対象は「 真鶴ケアステーショ ンアリ スの経緯について、 平成 28 年地域

密着型サービス事業者の応募に係る選定委員会の議事録及び指定候補者予定者と し て

決定するに至るまでの検討状況が分かる書類一式」 であり 、 平成 27 年度真鶴町地域密

着型サービス事業者募集要項（ 看護小規模多機能型居宅介護事業者整備関係）（ 以下「 要

項」 と いう 。） に基づき応募し た個人（ 以下「 Ｘ 氏」 と いう 。） の応募書類等（ 以下「 応

募書類」 と いう 。） に基づく 審査内容を含んでいる。  

 こ の応募についてみると 、要項では、「 ３ ．応募資格及び要件」 で満たすべき要件の１

つと し て、「（ １ ） 法人であるこ と （ ただし 、 本補助事業完了時において確実に法人が設

立さ れるこ と が見込まれる場合を含みます。）」 を挙げている。 し たがっ て、 Ｘ 氏はこ の

要件の括弧書きに基づき法人を設立する前提で応募し ているこ と と なる。 要項には、 法

人設立後に応募書類を差し 替えるこ と につき記載がなく ( むし ろ、 要項の「（ ５ ） 留意事

項」 には、「 ①提出後の書類の修正は認めませんので、記入内容を十分精査の上提出し て

く ださ い。また指定候補事業者と し て選定さ れた後に提出書類の主要部分に変更や虚偽

の内容が判明し た場合は、選定を取り 消し 、指定し ないこ と があり ます。」 と の記載があ

る。) 、また実際に当初提出さ れた応募書類が差し 替えら れていないこ と から も 、こ の応

募書類はのちに設立さ れた法人の応募書類と みなすこ と が可能である。  

仮にＸ 氏個人が応募し たと いう 事実を重視し たと し ても 、 こ れは「 看護小規模多機能

型居宅介護事業」 に関する応募であり 、 上記条例５ 条 1 号が冒頭において「 個人に関す

る情報（ 事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く 。） であっ て<以下省略>」 と 定め

ているこ と から 、事業を営む個人の当該事業に関する情報と 捉えう る余地がある。また、

事業自体は当時はまだ開始前であっ たかも し れないが、 応募は事業の着手と 捉えう る。

し たがっ て、 応募書類上の表記に係る事項については、 原則と し て条例５ 条２ 号の適用
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の有無を検討するべきである。  

また、 要項の「 ６ ． 応募手続き 」 の「（ ５ ） 留意事項」 には、「 ②提出のあっ た事業計

画等のう ち個人情報に関係ない部分については、選定時にホームページ等で公表するこ

と があり ます。」 と 記載がある。本来応募資格があるのは法人だけであり 、公平性の観点

から 、 法人設立前に法人設立予定の個人が応募し た場合には、 個人情報と し て応募書類

内容をホームページで公表し ないと は考え難い。 こ の点から も 、 応募書類の内容に関し

ては、 原則と し てＸ 氏の条例５ 条１ 号に該当する個人情報と は考え難く 、 また同条２ 号

の法人情報と し ても 、 選定時以後の公表について同意があっ たと 考えら れる。  

も っ と も 、 本件請求に係る行政文書には応募書類によら ない情報も 含まれており 、 す

べてを上記の基準で判断するこ と はできない。 し たがっ て、 各項目の内容についてそれ

ぞれ検討するこ と と する。  

 

②非公開と さ れた各項目に対する判断 

（ １ ） 審査項目 １ 運営主体 （ １ ） 代表者等の経験 

こ の項目で非公開と さ れた内容は、 Ｘ 氏に関する情報ではあるが、 実施機関がすで

に公開し ている事項の記載内容の中に、かなり 類似する事項がある（「 審査項目１ 運営

主体（ ２ ） 経験及び実績」 及び「 審査項目４ その他」 の評価記述）。 さ ら に、 非公開と

さ れた部分はＸ 氏の本事業にかかわる記載であるから 、 条例５ 条２ 号への該当性を検

討すべきであるが、 同号のいう 「 当該個人の権利、 競争上の地位その他正当な利益を

害するおそれ」 について実施機関は具体的な指摘をせず、 当審査会も そのよう なおそ

れが生じ ると は判断でき ない。 し たがっ て、 こ の項目については公開が妥当である。 

（ ２ ） 審査項目 １ 運営主体 （ ３ ） 経営状況 

こ の項目において非公開と さ れた内容の中には、納税に関する情報が含まれている。

納税情報は高度な保護を必要と する情報である。そのため町は、納税に関する情報は、

当該納税者以外の者には公開し ていない。 こ のこ と を踏まえると 、 納税に関する情報

は、その内容の如何を問わず、条例５ 条１ 号又は２ 号に該当し 非公開と すべきである。  

し かし 、 こ の項目のその他の記載内容は、 応募書類にも 記載さ れていて公表につき

同意のある事項と 考えら れ、 評価についても 条例５ 条２ 号に該当するも のでも なく 、

非公開と する理由はない。 し たがっ て、 こ の項目については、 納税に係る部分以外は

公開が妥当であると 判断する。  

（ ３ ） 審査項目 ２ 計画 （ ２ ） 建築物 

こ の項目で実施機関が非公開と し た部分のう ち、「 着眼点」 の部分と 同旨の記述箇所

はこ れを公開するこ と に何ら 支障はないので公開が妥当である。 し かし 、 こ こ には事

業にかかわら ない特定の個人が識別さ れ得る情報が存在するため、 こ の部分について

は条例５ 条１ 号で規定する第三者の「 個人情報」 に該当し 、 非公開が妥当であると 判

断する。  

（ ４ ） 審査項目 ３ 事業所運営 （ １ ） 基本的考え方 

非公開と さ れた箇所には、 Ｘ 氏のこ れまでの地域活動に関する客観的評価と 事業運

営の方針が記述さ れるにと どまり 、 また、 公開につき 同意があると 考えら れる応募書

類の記載事項の内容の一部の要約でも ある。 こ れを「 アイ デア」 と し て保護し なけれ
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ば第三者がこ れを利用し 本事業の利益を害する具体的な理由は実施機関から は示さ れ

ず、 審査会も そのよう な理由を見出し ていない。 し たがっ て、 こ の項目の内容は公開

が妥当であると 判断する。  

（ ５ ） 審査項目 ４ その他 （ １ ） 特記事項 

非公開の記述箇所を公開し ても 法人又は当該個人の権利、 競争上の地位その他正当

な利益を害するおそれはなく 、 同じ 評価欄で公開さ れた記述と 同旨の評価がなさ れて

いるにと どまるため、 公開が妥当であると 判断する。  

（ ６ ） 選考結果 

本項目の非公開部分には、 判断過程における実施機関の考慮要素が記述さ れている

も のの、 こ れを公開するこ と で法人ないし 代表者Ｘ 氏の権利、 競争上の地位その他正

当な利益が害さ れる蓋然性は客観的に認めら れず、 条例５ 条２ 号に当たると は考え難

い。 実施機関から 具体的な説明がないこ と から も 、 公開が妥当であると 判断する。  

 

 ３  付言 

本件諮問に係る一連の経緯をみると 、 本件審査請求から 審査会への諮問までに、 約３

か月を費やし ており 、 審査請求に対し 「 遅滞なく 」 諮問に付するこ と を求める（ 条例16

条の２ 第１ 項） に反し ており 、 こ れだけの長期間を要する特段の理由があっ たと は認め

ら れない。 手続の遅延が申請者への消極的な不利益と なる点を考慮し 、 今後は諮問への

手続の迅速化を図るこ と が必要である。  

また、 今後は国の情報公開法に関する人事院解釈に基づく 判断でなく 、 条例を適切に

解釈し 運用するこ と に厳に留意すべきである。  

 

 ４  まと め 

以上の理由により 、 審査会は本件審査請求に対し 、 上記「 結論」 に記載のと おり 答申

する。  

 

  真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会 

    会 長  今 村 哲 也  

    副会長  鈴 木   恵 

委 員  三 川 真由美 

委 員  兵 藤 知 義 

委 員  鈴 木 一 也 


